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国立研究開発法人物質・材料研究機構 

旅費規程 

平成１３年４月２日 

１３規程第１２号 

 

（範囲） 

  第１条 国立研究開発法人物質・材料研究機構（以下「機構」という。）の役員、定年

制職員、キャリア形成職員、任期制職員及び無期労働契約転換職員（以下「役

職員」という。）並びに役職員以外の者が機構の業務のため出張し、又は赴任

を命ぜられて旅行する場合に支給する旅費は、別に定める場合のほかこの規程

による。 

 

（用語の意義） 

  第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）「旅行命令権者」及び「旅行依頼権者」とは、理事長又はその委任を受け

た者とし、別に定めるとおりとする。 

（２）「出張」とは、役職員が機構の業務のため、一時勤務地を離れて旅行し、

又は役職員以外の者が、機構の業務のため一時その住所又は居所を離れて

旅行することをいう。 

（３）「赴任」とは、新たに採用された役職員がその採用に伴う移転のため住所

若しくは居所から勤務地に旅行し、又は転勤を命ぜられた役職員がその転

勤に伴う移転のため旧勤務地から新勤務地に旅行することをいう。 

（４）「家族」とは、役職員又は役職員以外の者の配偶者（婚姻の届出をしてい

ないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、

子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で役職員又は役職員以外の者と生計を

一にするものをいう。ただし、外国旅行にあっては役職員又は役職員以外

の者の配偶者及び子で役職員又は役職員以外の者と生計を一にするものを

いう。 

（５）「遺族」とは、役職員及び役職員以外の者の配偶者、子、父母、孫、祖父

母及び兄弟姉妹並びに役職員及び役職員以外の者の死亡当時役職員及び役

職員以外の者と生計を一にしていた他の親族をいう。 

（６）「外国旅行」とは、本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をい

う。以下同じ。）との間における旅行及び外国における旅行をいう。 

（７）「外勤」とは、役職員が機構の業務のために出張する場合において、路程

が片道５０ｋｍ以内の地域又は指定した地域に宿泊を伴わない旅行をい

う。 

（８）「旅行役務提供者」とは、旅行業者等（旅行業法（昭和２７年法律第２３

９号）第６条の４第１項に規定する旅行業者及び国家公務員等の旅費に関

する法律施行令（令和６年政令第３０６号）第２条第１項に規定する者を

いう。）であって、機構と旅行役務提供契約（旅行業者等が機構に対して

旅行に係る役務等を旅行者に提供することを約し、かつ、機構が当該旅行

業者等に対して当該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約する

契約をいう。以下同じ。）を締結したものをいう。 

 

（旅行命令等） 

  第３条 旅行は、旅行命令権者の発する旅行命令又は旅行依頼権者の発する旅行依頼
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（以下「旅行命令等」という。）によって行わなければならない。 

    ２ 旅行命令等は、業務の円滑な遂行を図るため必要があり、かつ、旅費の支出が

可能である場合に限り発することができる。 

    ３ 旅行命令権者及び旅行依頼権者（以下「旅行命令権者等」という。）は、自ら

その必要性を認める場合又は旅行者等（旅行者及び依頼出張の手続きを行う役

職員をいう。以下同じ。）から機構の業務上の必要、天災その他やむを得ない

事情による変更の申請があった場合は、既に発した旅行命令等を変更すること

ができる。 

    ４ 旅行命令権者等は、旅行命令等を発し、又はその変更をするには、旅行者等に

よる旅行命令伺いに承認を与えることにより、これを行うものとする。 

    ５ 旅行命令権者等は、前項の規定にかかわらず、旅行者等による旅行命令伺いに

承認を与えるいとまがない場合には、口頭などの手段により旅行命令等を発

し、又はこれを変更することができる。ただし、旅行命令権者等が口頭などの

手段により旅行命令等を発し、又はその変更をした場合には、旅行命令権者等

及び旅行者等はできるだけ速やかに前項の手続きを取るものとする。 

    ６ 旅行命令権者は、役職員が３０日以上の旅行をする場合は別表に定める者の事

前の了解を得た後に、旅行命令を発するものとする。 

 

（旅費の支給） 

  第４条 役職員及び役職員以外の者が命令又は依頼により出張し、又は赴任した場合に

は、当該役職員及び役職員以外の者に対し旅費を支給する。ただし、出張又は

赴任に係る経費の全部又は一部について機構以外の者が負担する場合は、その

対象となった経費を除外して旅費を支給する。 

    ２ 役職員及び役職員以外の者が次の各号の一に該当する場合には、当該各号に掲

げる者に対し旅費を支給する。 

（１）役職員及び役職員以外の者が出張又は赴任のための旅行中に死亡した場合

には、当該役職員及び役職員以外の者の遺族 

（２）役職員及び役職員以外の者が出張中、機構の業務のため負傷し、又は疾病

にかかり、療養又は帰任のため家族の看護を必要とする場合には、その家

族 

    ３ 前二項の規定により旅費の支給を受けることができる者（その者の家族の旅行

について旅費の支給を受けることができる場合には当該家族を含む。以下本条

において同じ。）が、出発前に前条第３項の規定により旅行命令等を取り消さ

れ、又は死亡した場合において当該旅行のため既に支出した金額があるとき

は、当該金額のうち、その者の損失となった金額の全部又は一部を旅費として

支給することができる。 

    ４ 第１項及び第２項の規定により旅費の支給を受けることができる者が旅行中交

通機関等の事故により概算払を受けた旅費額（概算払を受けなかった場合に

は、概算払を受けることができた旅費額に相当する金額）の全部又は一部を喪

失した場合には、その喪失した旅費額の範囲内でその喪失した時以後の旅行を

完了するために要する金額を旅費として支給することができる。 

    ５ 第１項から第３項までに規定する場合において、機構が旅行役務提供契約に基

づき旅行役務提供者に支払うべき金額があるときは、これらの項に規定する者

に対する旅費の支給に代えて、当該旅行役務提供者に対し、当該金額を旅費に

相当するものとして支払うことができる。 

 

（旅費の計算） 

  第５条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして国立研究開発法人物
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質・材料研究機構旅費事務取扱細則（令和８年６月３日 ２０２６細則第９

号。以下「細則」という。）で定める種目に基づき、合理性及び経済性を考慮

の上選定された経路及び方法により旅行した場合により計算する。ただし、業

務の必要性又は天災その他やむを得ない事情により合理性及び経済性を考慮の

上選定された経路及び方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路

及び方法によって計算することができる。 

    ２ 旅費計算方法については、細則に定める。 

 

（旅費の精算払の原則） 

  第６条 旅行者に対する旅費の支給は、原則精算払いとする。ただし、役職員以外の者

による旅行のため、又は役職員による長期の出張等のために特に必要な場合で

あって、当該旅費に係る予算の予算管理者（以下「予算管理者」という。）が

認めたときは、概算払いを行うことができるものとする。 

 

（旅費の請求手続） 

  第７条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする者及び概算払に係

る旅費の支給を受けた者でその精算をしようとするもの並びに旅行役務提供者

が提供する旅行を行う者は、当該旅費に係る予算の支出について予算管理者の

承認を得るとともに、人事・総務部門総務室による確認を受けなければならな

い。 

    ２ 前項の人事・総務部門総務室による確認を受けるに当たっては、所定の請求書

に必要な情報が記録された電子データを添えて、これを人事・総務部門総務室

へ提出しなければならない。この場合において、必要な情報が記録された電子

データの全部又は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費又は旅費に

相当する金額のうちその電子データを提出しなかったため、その旅費又は旅費

に相当する金額の必要が明らかにされなかった部分の金額の支給又は支払を受

けることができない。 

    ３ 旅行者は、旅行完了後、遅滞なく旅費の精算をしなければならない。 

 

（役職員以外の者の旅費の取扱い） 

  第８条 第４条第１項の規定により役職員以外の者に支給する旅費は、業務の内容、旅

行者の学識、経験、年齢、社会的地位等を考慮してその者と同等と認められる

役職員とみなして計算する。 

    ２ 前項による役職員以外の者と役職員との同等性の判断に関しては、別に定め

る。 

 

（２事業年度にわたる旅費の支出） 

  第９条 出張又は赴任の期間が２事業年度にわたる場合の旅費は、２事業年度に区分し

て支出する。 

 

（外勤） 

 第１０条 外勤に関する取扱いについては、細則に定める。 

 

（出張報告） 

 第１１条 役職員が旅行命令により出張した場合には、当該出張の完了した日の翌日から

起算して１週間以内に旅行命令権者に報告しなければならない。ただし、日帰

り旅行、外勤、学会参加発表及び研修（以下「日帰り旅行等」という。）はこ

の限りではない。 
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    ２ 前項において、競争的資金等の外部資金を使用して出張した場合、当該競争的

資金等の交付要領等により日帰り旅行等についても出張報告が義務づけられて

いる場合は、それに従うものとする。 

 

（旅費の調整） 

 第１２条 機構は、特別の事情により又は旅行の性質上この規程による旅費を支給するこ

とが適当でないと理事長が認めるときは、これを減額し、又は支給しないこと

ができる。 

    ２ 機構は、旅行者がこの規程による旅費により旅行することが当該旅行における

特別の事情により又は当該旅行の性質上困難であると理事長が認めるときは、

これを増額し、又は支給することができる。 

    ３ 理事長は、職員の旅行に係る前二項の権限を、人事・総務部門担当理事に委任

することができる。 

    ４ 第１項から前項までに定めるもののほか、旅費の調整に関する取扱いについて

は細則に定める。 

 

（旅費の特例） 

 第１３条 機構は、役職員について労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１５条第３

項の規定に該当する事由がある場合において、この規程の定めによる旅費の支

給ができないとき、又はこの規程の定めにより支給できる旅費が労働基準法第

１５条第３項の規定による旅費に満たないときは、当該役職員に対しこれらの

規定による旅費に相当する金額又はその満たない部分に相当する金額を旅費と

して支給するものとする。 

 

（旅費の返納） 

 第１４条 機構は、第７条第３項による精算の結果過払金があった場合には、所定の期間

内に、当該過払金を返納させなければならない。 

    ２ 機構は、旅行者が旅費の精算をしなかった場合又は過払金を返納しなかった場

合には、機構がその後においてその者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費

の額から当該過払金に相当する金額を差し引かなければならない。 

    ３ 機構は、旅行者又は旅行役務提供者が旅費規程又はこれに基づく命令の規定に

違反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合には、当該旅

費又は当該金額を返納させなければならない。 

    ４ 旅行者が旅費規程又はこれに基づく命令の規定に違反して旅費の支給を受けた

場合には、機構は、前項に規定する返納に代えて、機構がその後においてその

者に対し支出し、又は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金額

を差し引くことができる。 

 

（傷害保険） 

 第１５条 機構は、外国旅行に係る傷害保険に加入するものとする。 

    ２ 前項の傷害保険の補償額については、細則に定める。 

 

（細則への委任） 

 第１６条 この規程に定めるもののほか、施行に関し必要な事項は、別に定める細則によ

るものとする。 

 

 

附 則 
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１ この規程は、平成１３年４月２日から施行し、平成１３年４月１日から適

用する。 

２ この規程施行の際、現に出張、赴任等のため、旅行中の者に対する旅費の

支給については、従前の例により行う。 

附 則（平成１３月１１月２２日 １３規程第７５号） 

１ この規程は、平成１３年１１月２２日から施行する。ただし、附則第２項

の規定は、平成１３年４月１日から適用する。 

２ 第３４条に定める支度料は、当分の間支度料の限度を２０，０００円とす

る。 

附 則（平成１８年３月３１日 １８規程第１８号） 

１ この規程は平成１８年４月１日から施行し、独立行政法人物質・材料研究

機構旅費規程と改める。 

２ 外勤の取扱いについて（平成１４年３月２８日１４達第８号）は、廃止す

る。 

３ 旅行命令権者及び旅行依頼権者の委任について（平成１４年６月２７日１

４達第１４号） 

は、廃止する。 

４ 旅費の調整に関する取扱要領（平成１３年８月３０日１３機構人事第７３

号）は、廃止する。 

附 則（平成１８年６月７日 １８規程第７５号） 

１ この規程は平成１８年６月７日から施行する。 

２ 独立行政法人物質・材料研究機構決裁権限規程別表第１中、出張の欄を削

除する。 

附 則（平成１８年７月１８日 １８規程第８０号） 

この規程は、平成１８年８月１日から施行する。 

附 則（平成１９年１月２２日 １９規程第１号） 

この規程は、平成１９年２月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日 １９規程第２３号） 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年６月２０日 １９規程第４３号） 

この規程は、平成１９年６月２０日から施行し、平成１９年４月１日から適用

する。 

附 則（平成１９年１１月２１日 １９規程第７１号） 

この規程は、平成１９年１１月２１日から施行し、平成１９年１１月１日から

適用する。 

附 則（平成２０年３月２５日 ２０規程第２６号） 

この規程は、平成２０年３月２５日から施行し、平成１９年１０月１日から適

用する。 

附 則（平成２０年３月３１日 ２０規程第５１号） 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年７月２３日 ２０規程第７２号） 

この規程は、平成２０年７月２３日から施行し、平成２０年４月１日から適用

する。 

附 則（平成２０年９月１６日 ２０規程第７５号） 

１．この規程は、平成２０年９月１６日から施行し、平成２０年４月１日から

適用する。 

２．この規程の施行日において、第４章に規定する赴任旅費の支給が完了して

いる場合については、差額の調整は行わないものとする。 



-6- 

附 則（平成２０年１２月１日 ２０規程第８８号） 

この規程は、平成２０年１２月１日から施行し、平成２０年１０月１日から適

用する。 

附 則（平成２１年１月７日 ２１規程第２号） 

この規程は、平成２１年１月７日から施行し、平成２０年１２月１日から適用

する。 

附 則（平成２１年３月９日 ２１規程第３１号） 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月２３日 ２１規程第４９号） 

この規程は、平成２１年３月２３日から施行し、平成２１年３月１日から適用

する。 

附 則（平成２１年５月２８日 ２１規程第８７号） 

この規程は、平成２１年５月２８日から施行し、平成２１年４月１日から適用

する。 

附 則（平成２１年７月２７日 ２１規程第９７号） 

この規程は、平成２１年７月２７日から施行し、平成２１年７月１日から適用

する。 

附 則（平成２１年１０月２９日 ２１規程第１０４号） 

この規程は、平成２１年１１月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１２月２２日 ２１規程第１２５号） 

この規程は、平成２１年１２月２２日から施行し、平成２１年１１月３０日か

ら適用する。 

附 則（平成２２年１１月２２日 ２２規程第５６号） 

この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

附 則（平成２３年５月１１日 ２３規程第６７号） 

この規程は、平成２３年５月１１日から施行し、平成２３年４月１日から適用

する。 

附 則（平成２３年７月１１日 ２３規程第８０号） 

この規程は、平成２３年７月１１日から施行し、平成２３年４月１日より適用

する。 

附 則（平成２４年３月２６日 ２４規程第１０号） 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月２４日 ２４規程第３１号） 

この規程は、平成２４年４月２４日から施行する。 

附 則（平成２４年６月１９日 ２４規程第３６号） 

この規程は、平成２４年６月２６日から施行する。 

附 則（平成２４年７月３１日 ２４規程第５４号） 

この規程は、平成２４年８月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２６日 ２５規程第７号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年５月２８日 ２５規程第２０号） 

この規程は、平成２５年６月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月１８日 ２６規程第１６号） 

この規程は、平成２６年３月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月２４日 ２６規程第３８号） 

この規程は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２４日 ２７規程第４９号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２７年６月３０日 ２７規程第１１０号） 

この規程は、平成２７年７月１日から施行する。 

附 則（平成２７年６月３０日 ２７規程第１１１号） 

この規程は、平成２７年７月１日から施行し、別表第１０については、平成２

７年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年４月２８日 ２８規程第５２号） 

この規程は、平成２８年４月２８日から施行し、平成２８年４月１日から適用

する。 

附 則（平成２８年６月３日 ２８規程第９７号） 

この規程は、平成２８年６月３日から施行し、平成２８年４月２８日から適用

する。 

附 則（平成２８年１１月９日 ２８規程第１３４号） 

この規程は、平成２８年１１月９日から施行し、平成２８年１０月１日から適

用する。 

附 則（平成２９年２月２４日 ２９規程第６号） 

この規程は、平成２９年３月１日から施行する。 

附 則（平成２９年２８月３日 ２９規程第２３号） 

この規程は、平成２９年３月２８日から施行し、平成２９年２月１日より適用

する。 

附 則（平成２９年３月２８日 ２９規程第２４号） 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月２５日 ２９規程第３３号） 

この規程は、平成２９年４月２５日から施行し、平成２９年４月１日から適用

する。 

附 則（平成２９年１０月３１日 ２９規程第５２号） 

この規程は、平成２９年１０月３１日から施行し、平成２９年９月２６日から

適用する。 

附 則（平成３０年２月２７日 ３０規程第７号） 

この規程は、平成３０年２月２７日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２７日 ３０規程第１７号） 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年６月１２日 ３０規程第３２号） 

この規程は、平成３０年６月１２日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２６日 ２０１９規程第２９号） 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年４月９日 ２０１９規程第３４号） 

この規程は、平成３１年４月９日から施行する。 

附 則（令和元年７月２３日 ２０１９規程第４１号） 

この規程は、令和元年７月２３日から施行し、令和元年７月１日から適用す

る。 

附 則（令和２年２月２５日 ２０２０規程第６号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日 ２０２０規程第３４号） 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月２８日 ２０２０規程４０号） 

この規程は、令和２年４月２８日に施行し、令和２年４月１日に適用する。 

附 則（令和３年３月１５日 ２０２１規程第１２号） 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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附 則（令和３年４月６日 ２０２１規程第３１号） 

この規程は、令和３年４月６日に施行し、令和３年４月１日に適用する。 

附 則（令和３年６月２２日 ２０２１規程第７３号） 

この規程は、令和３年６月２２日から施行し、令和３年６月１日から適用す

る。 

附 則（令和３年８月２４日 ２０２１規程第７８号） 

この規程は、令和３年９月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２２日 ２０２２規程第８号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年８月２３日 ２０２２規程第４４号） 

この規程は、令和４年８月２３日から施行し、令和４年８月１日から適用す

る。 

附 則（令和４年１０月２５日 ２０２２規程第５９号） 

この規程は、令和４年１１月１日から施行する。 

附 則（令和５年２月２８日 ２０２３規程第３８号） 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年１２月１９日 ２０２３規程第１１５号） 

この規程は、令和６年１月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２８日 ２０２４規程第１６号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年８月２１日 ２０２４規程第３５号） 

この規程は、令和６年９月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月２６日 ２０２５規程第４４号） 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年１１月１７日 ２０２５規程第９９号） 

この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月２５日 ２０２６規程第１４号） 

この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月３０日 ２０２６規程第２８号） 

この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年６月３日 ２０２６規程第５６号） 

１ この規程は、令和８年７月１日から施行し、令和８年７月１日以後に出発

する旅行から適用する。 

２ この規程の施行前に、改正前の規程に則り、役職員又は役職員以外の者が

旅費に係る手配、予約、支払その他これらに準ずる行為を行っている場合であ

って、当該行為の取消し又は変更が困難であり、かつ、この規程を適用するこ

とが適当でない場合には、当該旅費の支給に限り、改正前の規程を適用するも

のとする。 



 

別表 ３０日以上の旅行における事前確認者（第３条関係） 

対象者 確認者 

役員 理事長 

理事長特別参与 理事長 

上記以外の職員 担当理事（担当理事を定めていない場合

は理事長） 

 


